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自主防災組織の抱える問題 と機能化へ と

向けての提言1)

全国 ウェブ調査 の結果か ら

有 馬 昌 宏

要旨 災害対策基本法では第5条 第2項 において,自 主防災組織の充実が規定されている。

自主防災組織に関しては,阪 神淡路大震災を契機に共助の重要性が広 く国民に認識されるよ

うになり,1995年 に43.8%で あ った自主防災組織の活動カバー率は,2012年 には75.8%に まで

高まってきている。しかし,単 に組織化しただけでは自主防災組織は有効には機能しない。

本研究では,2011年 に実施 した全国ウェブ調査に基づき,住 民の自主防災組織への加入意識

の現状を明らかにするとともに,自 主防災組織の活動を活性化 して災害時に有効に機能させ

るためには何が必要かを明らかにすることを情報経営の視点から分析することを試みる。
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Abstract Mutual help is important in occurrence of disasters, and Basic Disasters 

Countermeasure Act provides that residents' disaster prevention organizations should 

be prepared. Residents' disaster prevention organizations became widely known after 

the Hanshin Awaji Great Earthquake in 1995, with its coverage ratio reaching 75.8 

percent in 2012. However, high coverage ratio does not necessarily mean well prepared. 

In our study we hypothesized that in spite of rising coverage ratio residents' willingness 

to join and sense of belonging to residents' disaster prevention organization is low. 

According to the hypothesis we conducted a nationwide web survey to reveal the resi-

dents' attitude towards residents' disaster prevention organizations and what is needed 

to vitalize its activities. As a result, it has been shown that there are possibilities to 

transform residents' disaster prevention organizations into functioning organizations 

by evoking interest and strengthening sense of belonging through effective marketing 

activities.
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1.は じ め に

人 口の減少 と高齢化が同時進行 している我が国には,高齢者や障害者などのいわゆる「災

害弱者」や 「災害時要援護者」と呼ばれる人々が多 く存在 してお り,こ れらの人々を災害

からいかに守 るかが大 きな課題となっている。都道府県や市区町村の地域で作成される地

域防災計画などでは,有 事や災害時の要援護者を事前に把握 しておき,平 時には近隣住民

の見守 りや声掛 けによる要援護者の健康福祉の向上や孤独死予防,ひ いては安心 ・安全の

まちづ くりのための地域力の増強に資する一方で,有 事や災害時には混乱の中で要援護者

を的確かつ適切に支援して人的被害を最小限にくいとめるとともに,避 難所での新たな要

援護者の発生を抑制することが考えられている。また,こ れらの活動を担う地域組織とし

て,災 害対策基本法第5条 第2項 において自主防災組織の充実が規定 されている2)。

この自主防災組織は,阪 神淡路大震災が発生 した1995年 には全国での組織数は70,639で

活動カバー率(自 主防災組織がその活動範囲としている地域の世帯数を管内の全世帯数で

除した比率で,2007年 度までは 「組織率」として定義されていた)は43.8%で あったが,

阪神淡路大震災を契機とした共助意識の高まりに加えて,防 災対策として自治体か らの積

極的な設立の働きかけもあり,総 務省消防庁の調査によれば,2012年4月1日 時点では,

全国1,747市 区町村のうち1,625市区町村で146,396の 自主防災組織が組織化され,活 動カバ

ー率は75.8%に まで向上 してきている(総 務省消防庁[10])。 しかし,2005年6月 実施の内

閣府の 「水害 ・土砂災害等に関する世論調査」(内 閣府[13])で は,地 域での自主防災活動

へ参加 しているとの回答率は19.1%に とどまり,2005年 の64.5%の 組織率(現 在の定義で

は活動カバー率)と 比較 して参加意識のある住民の比率は低 く,組 織化はされたものの,

多 くの自主防災組織では地域住民を巻き込んだ積極的な活動が行われていない実態が窺え

る結果となっている3)。

本稿では,国 や地方自治体か らの有事 ・災害情報の提供先として重要な検討対象である

とともに,災 害時には災害現場で真っ先に活動が求められている組織である自主防災組織

について,そ の現況を把握することを目的に2011年1月 から2月 にかけて実施 した 「自主

防災組織に関するウェブ意識調査」(有 効回答は7,133)に 基づき,局 地的な集中豪雨災害

から東 日本大震災のような大規模広域災害までを含め,平 時から自主防災組織を活性化さ

せ,災 害時に自主防災組織を有効に機能 させるためには何が必要なのかを検討する。
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2.ウ ェブ調査の概要

自主防災組織の全国の活動カバー率は,上 述のように2012年4月1日 時点で75.8%で あ

り,4世 帯 に3世 帯は自主防災組織の活動エ リアとしてカバーされているという統計デー

タが示されている。 しかし,防 災訓練の準備や災害時要援護者支援の活動に関連する会合

や集会あるいは研究会で,参加者に自主防災組織に加入 しているかどうかを問うてみると,

加入 しているとの回答は1割 から2割 程度にとどまってお り,我 々は,自 主防災組織の活

動カバー率 と自主防災組織への加入自覚率(自 主防災組織に加入 していると明確に意識 し

ている住民の比率)と の間には,大 きな乖離があるのではないかとの問題意識を持ってい

た。

しか し,自 主防災組織への加入自覚率を無作為抽出による統計調査で明らかにするには

費用的に問題があるため,ウ ェブを利用 して,自 主防災組織への加入自覚意識を含め,居

住する自治会や町内会の範囲の地域レベルでの防災に対する共助意識ならびに自助意識と

自助活動などを設問した調査を企画し,2011年1月19日 から2011年2月24日 までの37日間

にわたり,株式会社データーサービスに委託 して,ウ ェブ上での応募型の調査を実施 した。

調査では,① 回答者の個人属性(性 別,年 齢,職 業,家 族数,家 族構成員の属性,居 住

年数,居 住形態,居 住 している都道府県),② 被災および避難経験の有無と最寄 りの避難所

の認知状況,⑧ 自治会 ・町内会(町 会)へ の加入状況,④ 自主防災組織の認知と自主防災

組織への加入 自覚状況および活動状況ならびに自主防災組織の活動の評価,⑤ 自主防災組

織への加入を自覚していない場合の加入希望と平常時ならびに災害時の参画を希望する活

動内容,⑥ 自主防災組織の活動を活発にするために行政に希望する対策,⑦ 自助 として行

2.女 性

1.男 性

水 準 度数 割 合

1男 性32460.45507

2.女 性38870.54493

合 計71331.00000
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っている防災対策,⑧ 災害時要援護者の避難支援意向と個別支援計画策定時の避難支援者

を依頼 された場合の対応および避難支援者を引き受けられない場合の理由,⑨ 自助と共助と

公助の順位付けと100点 を配分する方法による重要度評価,に 関する項目を設問し,7,133

人の回答者から有効回答を得ている。

回答者の性別と年齢別による構成は図1に 示す通 りであるが,応 募型のウェブ調査であ

ることを反映して,回 答者の構造は,女 性の比率が高 く,ま た女性は20歳代から40歳代前

半 までに多 く,男 性は40歳 代後半以上に多いという回答者の偏 りが存在する(図1の 濃色

部は男性 に該当する部分である)。このため,都 道府県や全国の母集団の自主防災組織への

加入 自覚率などを推定したり,自 主防災組織への加入の有無が平常時や災害時の共助活動

への参画意識 に影響を及ぼ しているかどうかなどの検定をするには,サ ンプルの偏 りの補

正が必要となるが,イ ンターネ ットの積極的活用者という母集団の属性が詳細にわか らな

いため,本 稿では,サ ンプルの偏りについては,特 別な補正は行わないで単純集計やクロ

ス集計結果を提示 している。

3.自 主防災組織の現状 と問題一 ウ ェブ調査の結果か ら一

(1)都 道府県別の自主防災組織活動カバー率と自主防災組織加入自覚率

表1に は,消 防庁がまとめた自主防災組織活動カバー率(総 務省消防庁[10])と 我々が

今回行 ったウェブ調査の結果から得 られた各指標の数値を並列で示 している。具体的には,

都道府県別に,自 治会 ・町内会への加入率,防 災訓練への参加率(「 積極的に参加 してい

る」と「参加 したことがある」と「参加はないが見学 したことがある」の回答比率の合計),

自主防災組織が存在することの認知率,自 主防災組織の活動への関心率(「 非常に関心を

持っている」 と 「どちらかといえば関心を持っている」の回答比率の合計),自 主防災組

織への加入 自覚率(「 自主防災組織に加入 していますか」との質問で 「加入 している」と

の回答比率),自 主防災組織加入意思率(「 自主防災組織に加入 していますか」との質問

で 「加入 している」 との回答を しなかった回答者に限定 して尋ねた 「自主防災組織か ら加

入を求あられた場合,ど うされますか」との質問で 「参加する」との回答者の全回答者に

対する比率)と サンプル数を示 している。なお,総 務省消防庁[10]がまとめた自主防災組

織活動カバー率は,東 日本大震災の影響を考慮 し,岩 手県,宮 城県及び福島県のデータに

ついては,前 年(平 成22年4月1日 現在)の 数値を集計 したものであることに留意された

い。
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表1都 道府県別の自主防災組織に関わる各指標のウェブ調査集計結果

都道府県
自主防災
組織活動
カバー率

自治会
町内会
加入率

防災訓練
参加率

自主防災
組織
認知率

自主防災
組織
関心率

自主防災
組織加入
自覚率

自主防災
組織加入
意思率

サンプル数

北海道 48.6 78.6 33.1 25.1 44.3 2.8 26.7 357

青森県 30.7 82.5 38.2 28.1 47.4 3.5 36.7 57

岩手県 72.5 86.7 43.3 28.3 43.3 10.0 36.2 60

宮城県 85.0 85.5 56.5 46.3 53.2 12.9 33.7 124

秋田県 67.8 87.7 54.4 43.9 54.4 10.5 47.8 57

山形県 73.3 85.5 43.6 47.3 41.8 12.7 21.4 55

福島県 82.9 75.3 46.9 35.8 50.6 2.5 36.8 81

茨城県 61.0 67.5 38.6 28.6 39.5 4.4 21.6 114

栃木県 87.8 73.2 40.2 30.5 45.1 3.7 28.8 82

群馬県 76.3 84.2 43.8 30.5 41.7 6.3 34.6 96

埼玉県 81.8 74.8 47.6 40.4 47.4 8.0 24.1 401

千葉県 57.3 69.1 44.8 38.4 46.7 8.5 28.4 363

東京都 77.7 52.5 44.9 29.7 43.0 4.6 23.6 843

神奈川県 77.4 76.4 46.1 38.6 46.1 11.9 30.4 571

新潟県 75.1 84.7 38.4 40.2 46.4 11.6 29.0 112

富山県 66.0 96.5 43.9 45.6 49.1 12.3 15.2 57

石川県 76.5 79.4 47.1 45.6 47.1 16.2 22.4 68

福井県 78.9 81.3 53.1 50.0 53.1 25.0 36.4 32

山梨県 91.9 83.3 80.6 58.3 63.9 25.0 40.0 36

長野県 90.8 88.8 65.4 56.6 45.8 22.4 25.7 107

岐阜県 94.8 85.8 59.4 62.6 50.9 19.6 31.5 107

静岡県 95.2 92.0 72.9 66.3 52.5 36.5 26.4 200

愛知県 97.4 81.1 44.3 38.4 44.5 9.8 31.4 481

三重県 95.1 85.1 53.5 54.0 55.0 20.8 28.8 101

滋賀県 85.5 89.4 51.8 44.0 54.1 16.5 34.4 85

京都府 89.1 779 40.8 38.4 35.6 9.8 23.2 174

大阪府 82.0 70.0 41.4 32.5 48.0 5.7 26.1 559

兵庫県 95.5 77.2 48.6 36.6 49.7 6.8 28.2 354

奈良県 77.5 87.0 41.0 44.0 50.0 12.0 36.0 100

和歌山県 77.3 81.8 53.6 48.2 50.0 12.5 28.3 56

鳥取県 67.0 77.8 51.9 59.3 44.4 14.8 35.0 27

島根県 52.0 87.5 54.8 65.6 56.3 18.8 45.8 32

岡山県 51.3 85.8 32.8 30.6 47.0 5.2 31.0 134

広島県 76.6 80.2 35.0 41.0 44.3 6.0 27.3 183

山口県 79.1 87.0 39.2 33.3 50.6 1.3 30.2 79

徳島県 87.0 76.2 47.6 47.6 45.2 23.8 37.5 42

香川県 69.7 74.5 32.6 45.5 50.9 12.7 42.2 55

愛媛県 87.4 85.5 38.7 44.7 44.0 9.2 38.3 76

高知県 67.6 81.8 39.4 39.4 39.4 6.1 34.5 33

福岡県 63.1 79.3 37.5 25.3 49.0 3.3 32.1 243

佐賀県 64.9 80.8 46.2 26.9 50.0 3.8 25.0 26

長崎県 44.5 78.7 34.0 23.4 34.0 10.6 22.2 47

熊本県 55ユ 89.2 44.6 33.8 50.8 3.1 30.2 65

大分県 91.0 84.3 45.1 41.2 47.1 7.8 25.6 51

宮崎県 74.8 70.5 50.0 38.6 59.1 9.1 48.6 44

鹿児島県 71.0 71.4 36.5 25.4 50.8 4.8 40.4 36

沖縄県 8.9 46.5 34.9 20.9 55.8 0.0 28.9 43

合計 75.8 75.7 45.0 37.6 46.7 9.2 28.7 7,133

注)自 主防災組織活動カバー率は総務省消防庁[10]に よる。それ以外の指標は,本 研究でのウェブ

調査の結果によるものである。なお,本 研究でのウェブ調査に基づいて求めた各種の比率につい

ては,詳 細は文中で定義 しているが,全 国と都道府県別のいずれについても,全 回答者を母数に

して求めたものである。

表1よ り,ウ ェブ調 査でサ ンプル に偏 りが あることを考慮 に入れ る必要 はあるものの,

自主防災組織活動カバー率 と我々がウェブ調査で調査 した自主防災組織加入自覚率との間

に大 きな乖離 があ ることが明 らか とな ってい る。
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自主 防災組織活動 カバー率が最 も高 い都道府県 は愛知県 で97.4%,続 い て兵庫県の95.5%,

静 岡 県 の95.2%と な ってい る。上位3県 以外 に活動 カバ ー率 が90%を 超 えて いる自治体 は,

三 重県(95.1%),岐 阜 県(94.8%),山 梨 県(91.9%),大 分 県(91.0%),長 野 県(90.8%)

で あ る。 阪神 淡路大 震災を経験 した兵庫県の他 は,東 海地震への備えが必要 とされて いる

東海 ・甲信越 の6県 と南海地 震への備えが必要 とされて いる大分県が高 い組織率 とな って

い る。

一方 で
,自 主 防災組織加 入 自覚率 が最 も高 い都道府 県 は静 岡県 で あ り,加 入 自覚率 は

36.5%と な ってお り,山 梨県,福 井県 が共 に25.0%で 続 いてい る。上位3県 以外で加入 自覚

率 が20%を 超 えてい るのは,徳 島県(23.8%),長 野 県(22.4%),三 重 県(20.8%)の3県 の

みであ る。 自主 防災組織 活動 カバー率の高 い上位3県 で ある愛知県,兵 庫県,静 岡県の 自

主 防災組織加入 自覚率 は,そ れぞれ9.8%,6.8%,36.5%で あ り,特 に愛知県 と兵庫県 におい

て 自主 防災 組織 活動カバー率 と自主防災組織加入 自覚率 との間 に大 きな乖離が存在す るこ

とがわか る。 この結 果か ら,ウ ェブ調査でサ ンプル に偏 りが あるという統計的な問題 は存

在す るものの,現 在の 自主 防災組織の実態 は,活 動 カバー率 は高 くな って はいるが,加 入

自覚率 は低 く,多 くの 自主 防災組織 は 「有名無実の机上だ けの名 ばか りの組織 となって い

るのではないか」 とい う懸念 がデータか ら示 された と言 え よう。

(2)防 災訓練参加率と自主防災組織の組織化に関連する各指標との関係

自主防災組織活動カバー率と自主防災組織加入自覚率との間の大きな乖離に示されてい

る現状の名ばかりの自主防災組織の体制では,平 時の積極的な自主防災活動はもとより,

災害時の迅速な防災活動を行うことは期待できない。災害時の有効な共助活動を可能とす

るには,第 一 に,自 主防災組織が編成されている地域に居住 している住民に,自 らが自主

防災組織 に所属 しているという自覚を持って生活 してもらうとともに,平 時の訓練に参加

し,災 害時に何をすべきかの役割を認識 し,そ の役割を担える能力を備えておいてもらう

必要がある4)。

今回のウェブ調査では,自 主防災組織関心率(全 国では46.7%)と 自主防災組織加入意思

率(自 主防災組織に加入する意思がある比率で,全 国では28.7%)の2つ の指標は,あ る程

度の高い率を示しており,自 主防災組織の活動について,住 民には一定の理解があること

が窺える。

しかし,自主防災組織 に期待されている災害時の迅速かつ有効な活動が実現 されるには,

住民が自主防災組織に関心を持つだけではな く,実 際に平時の防災活動に参加 して災害時
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や有事 に備えることが必要であり,防 災訓練への参加の有無は,自 主防災組織が機能する

かどうかを測る一つの指標であると考えることができる。

表2に は全国ウェブ調査の結果から都道府県別に算出した各指標の間の相関係数を,次

ページの図2に は都道府県別の防災訓練参加率と自主防災組織認知率,自 主防災組織関心

率,自 主防災組織加入自覚率,自 主防災組織加入意思率との間の関係を示 した散布図と単

回帰分析の結果を示 している。都道府県別に集計 した防災訓練参加率とそれぞれの指標と

の間の相関係数は,自 主防災組織認知率 との間では0.750,自 主防災組織関心率との間では

0.535,加 入 自覚率 とは0.759,加 入意思率とは0.166である。

自主防災

組織活動
カバー率

自治会・

町内会
加入率

防災訓練
参加率

自主防災

組織

認知率

自主防災

組織

関心率

自主防災

組織加入

自覚率

自主防災

組織加入

意思率

自主防災組織活動カバー率 1,000 0,335 0,494 0,493 0,057 0,459 一〇
.017

自治会・町内会加入率 0,335 1,000 0,326 0,478 0,086 0,419 0,063

防災訓練参加率 0,494 0,326 1,000 0,750 0,535 0,759 0,166

自主防災組織認知率 0,493 0,478 0,750 1,000 0,368 0,843 0,187

自主防災組織関心率 0,057 0,086 0,535 0,368 1,000 0,299 0,503

自主防災組織加入自覚率 0,459 0,419 0,759 0,843 0,299 1,000 0,115

自主防災組織加入意思率 一〇.017 0,063 0,166 0,187 0,503 0,115 1,000

表2自 主防災組織に関する都道府県別の各指標間の相関係数

我 々の行 ったウェブ調査から直接的に因果関係を明確にすることはできないが,図2よ

り,防 災訓練への参加率(換 言すれば災害時や有事の際の備えができていて実際の活動が

できる住民の比率)は,自 主防災組織認知率が高 くなれば高まり,自 主防災組織関心率が

高 くなれば高 くなることが分かる5)。 この関係は,マ ーケティング理論における代表的な

消費者購買行動モデルの一つであるAIDAモ デルで説明が可能である。すなわち,注 意 ・

認知(Attention)が 高ければ活動への参加率は高 くなり,興 味 ・関心(lnterest)が 高ま

れば,活 動への参加率 も高 くなる。 しか し,自 主防災組織を認知 して,関 心を持っても,

自主防災組織への加入意思を持っただけの欲求(Desire)の 段階の住民の比率を示す自主

防災組織加入意思率 と防災訓練参加率 との間の相関は小 さく6),自主防災組織に加入 してい

ると自覚している段階,す なわち自主防災活動への参画 という行動(Action)を 起こした

段階の住民の比率を示す自主防災組織加入自覚率と防災訓練参加率との間の相関係数は高

く,単 回帰分析の結果でも,防 災訓練参加率に対 して自主防災組織加入自覚率の係数はプ

ラスで高度 に有意であることが分かる7)。このことは,自 主防災組織を有効に機能させるた

めには,自 主防災組織の認識と自主防災組織への関心を高めた上で,自 主防災組織に加入

したいという意思を,実 際に加入 したと自覚させる意識 と防災訓練参加などの具体的な行
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自由度調整済決定係数 0.0058

オブザベーション 47

項 推定値 t値

切片 38.78 5.95**

自主防災組織加入意思率 0.23 1.13

自由度調整済決定係数0.5671

オブザベーション47

項 推定値t値

切片35.1621.02

自主防災組織加入自覚率1.007.83

注)図 中の直線は,当 てはめられた回帰直線を示す。また,推 定結果を示す表中の**と*は,推 定結

果がそれぞれ1%有 意水準と5%有 意水準で有意であることを示す。

図2都 道府県別の防災訓練参加率と自主防災組織に関連する各指標との間の関係

動 にいかにして結びつけ,加 入 したいという意識から加入 しているという意識へといかに

変容させるかが重要であることを示唆していると言えよう。
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(3)自 主防災活動への参加意思

ウェブ調査では,自 主防災組織が平常時の際に行う活動として,「 初期消火 ・応急手当

などの講習」,「地域の人々が参加する訓練」,「防火広報や火災予防の点検を呼びかけ」,「耐

震対策を呼びかけ」,「災害時の行動等の計画」,「資器材の備蓄」を,自 主防災組織が災害

時に行 う活動 として,「 初期消火 ・救助 ・応急手当など」,「被害の発生 ・避難場所状況な

ど情報伝達」,「住民の安否情報の整理」,「被災者の避難場所への誘導」,「生活物資などの

配布や避難場所の運営」を挙げ,こ れらの共助活動に協力 したいかを設問している。

この設問に対 しての回答の集計結果は図3に 示すとおりであるが,図3を 見る限りでは,

共助活動への参加 については平常時活動が71.4%,災 害時活動が76.4%で あり,住 民の多 く

が共助活動への参加 に対して好意的であることが窺える。

また図中の濃色部は自主防災組織へ加入 ・参画 していないという回答者を表しているが,

平常時と災害時のどちらにおいても,「 具体的活動への参加希望あり」の回答において,

これらの自主防災組織への加入 自覚のない住民の割合が高いことがわかる。

もちろん,過 去の研究(有 馬他[9])で 実証されているように,住 民意識調査か ら捉えら

れるのは表明選好であり,実 際の活動の大変さを知らないことに起因する情報の非対称性

や外部性の存在によって,表 明選好には実際に参加するかどうかの顕示選好よりも,社 会

的に望 ましい選択肢(す なわち,具 体的活動への参加希望有 り)へ とバイアスがかかった

災害時活動

図3平 常時と災害時の共助活動への参画希望
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結果が得 られることは承知 しているが,こ のようなバイアスの存在を考慮 しても,ウ ェブ

調査で明らかとなった自主防災組織へ加入 ・参画 していないという回答者の具体的活動へ

の参加希望 に占める比率の高さは,住 民の参画意欲を組織化できれば,自 主防災組織を活

性化でき,自 主防災組織の活動を機能化できる可能性を示 しているものと言える8)。

4.自 主防災組織の機能化 へ と向 けて

(1)自 主防災組織への関心惹起

自主防災組織 に対する関心は,表1に 示 したとおり,全 国では46.7%と なっており,全

国で一定の関心が持たれていることがわかる。また,図2に 関連 して,脚 注5で 示 したよ

うに,防 災訓練を通 じて自主防災組織への関心を高めることも可能である。 自主防災組織

が主体 となって行 う活動であれば,当然,自 主防災組織の存在を周知させる場になりうる。

防災訓練であれば,避 難誘導や避難所運営等の訓練に参加 した住民は,自 らが自主防災組

織の一員であるという自覚を持ち,自 主防災組織への帰属意識が高まるとも考えられる。

このようにして,住 民の関心を高めることと成員に高い帰属意識を持たせることが,自 主

防災組織の活性化 と災害時の有効な活動につながると考えられる9)。

今回のウェブ意識調査では,「 自主防災組織の活動をさらに高めるには,都 道府県や市

区町村はどのようにすればよいと思われますか」として,自 主防災組織の活性化について

の対策に関する設問を行 っている。 この設問に対する自主防災組織加入者,自 主防災組織

に未加入で自主防災組織加入意思のある回答者,自 主防災組織に未加入で自主防災組織へ

の加入意思のない回答者,そ して回答者全体で集計 した回答結果を図4に 示 している。最

も多かった意見は,「 活動内容の住民へのPR」 であり,続 いて 「自主防災組織に活動の

場所や施設を提供する」,「消防署との連携を進める」,「自主防災組織に対 して もっと財政

援助を行う」,「自主防災組織の指導者に対 して教育を行う」,「消防団 ・水防団などとの連

携を進ある」,「近隣の事業所の防火 ・防災組織との連携を進める」となっている。この結

果より,自 主防災組織が行っている活動を周知させることが重要であると考えられている

ことが明らかとなった。すなわち,自 主防災組織そのものが具体的にどういう目的でどの

ような活動を行 っているかを知ってもらわなければ,自 主防災組織への興味 ・関心も加入

意思 も得 ることができないと言える。そのため,広報活動 も兼ねた防災訓練だけに限らず,

様 々な方法で自主防災組織の広報活動を行い,自 主防災組織の存在,平 常時,災 害時にど

ういった活動を行っているかの周知を徹底することが関心惹起,帰 属意識の向上及び組織
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の 活性化 に必 要であ ると言 え る。
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自主防災組織の活動の状況

図4自 主防災組織の活動の活性

自主防災組織での役割分担

自主防災組織の活動への参加 自主防災組織の評価

防災用資器材の保管場所

図5自 主防災組織の活動の現状と評価,役 割分担の認識や防災資器材の保管場所の認識
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(2)自 主防災組織の機能化に向けて

自主防災組織に加入 していると認識 している回答者(全 回答者の9.2%の654人)に 対 し

て,自 主防災組織の活動の現状と評価を問うた結果を示 したのが図5で ある。なお,図 中

の濃色部は,自 主防災組織の活動の現状で,「活発である」および「まあまあ活動 している」

との回答者 に対応する部分である。

図5に 示すように,自 主防災組織の活動が不活発であるとの認識は37.9%,自 主防災組

織の活動 に 「まった く参加 していない」という回答者が28.7%で あり,自 主防災組織の評価

では,「あまり評価できない」と 「まったく評価できない」を合わせると25.6%と なってい

る。 また自主防災組織での役割についての設問に自分の分担を 「知らない」または 「わか

らない」 と答えた回答者は59.6%で あった。

以上の結果から,自 主防災組織への加入を自覚 している住民の中で も,活 動への関与度

や評価は分かれており,役 割分担を認識させるとともに活動に参画させていく必要性が示

唆されていると言える。

5.お わ り に

本稿では,我 々の行 ったウェブ意識調査の結果から,サ ンプルの偏 りについて考慮する

必要はあるものの,総 務省消防庁[10]が示 した自主防災組織の活動カバー率 と実際の自主

防災組織加入 自覚率 との間に大きな乖離が存在することを示 した。この結果から,現 状の

自主防災組織の多 くは,自 治会や町内会を通 じて自主防災組織が組織化されてはいるもの

の,実 際の災害時に組織 として自主防災組織が有効かつ十分に機能するかどうかについて

は,疑 問があるということが明らかとなった。 しか し,同 時に,自 主防災組織に対 して関

心を持つ住民 と加入意思を持つ住民は,都 道府県に関係な く,全 国で一定の比率が存在す

ることも確認 された。

組織は,単 に人を集めただけでは機能 しない。組織が有効に機能するためには,組 織の

設立 ・存立 目的を理解して共感 した組織の成員を集める必要がある。また,組 織が求める

目的を遂行するために必要とされる活動とそのために必要な能力を組織の成員に示 し,組

織の成員は組織 にどのような能力をどのように提供することで貢献できるかを考え,具 体

的な役割を果たしてい くことで学習を通 じて能力を高あることで高いパフォーマ ンスを発

揮できることになる。 しか し,現 状の組織としての自主防災組織は,典 型的な地縁組織の

一つであり,単 に自治会や町内会の名簿が自主防災組織の名簿として提出されただけ,あ
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るいは 自治会 や町内会 に加入 していない世帯 も自治会や町内会をべ一 スに組織 されて いる

自主 防災組織 の活動領 域 に含 まれてい るだ けで,多 くの住民(あ るいは世帯)に は自主防

災組織 への参加意識 はない とい う事 例が多 くみ られ,組 織 と しての 目的を達成す るための

機 能が発揮 で きる状 況 にまでは到達 していない ことが本研 究に よって示 されてい る。

今 後は,地 縁 組織 やボ ランテ ィア組織 に関す る研究成 果 も取 り入 れてい く必要 があ るが,

マ ー ケ テ ィ ン グ にお け る消 費 者 の 購 買 行 動 プ ロ セ ス を説 明す る理 論 で あ るAIDA

(Attention,Interest,Desire,Action)モ デル を援用 して,住 民へ の周知 と関心 の喚起,

さ らには共 助組織 であ る自主防災組織の活動の必要の理解 と実際の 自主防災組織への加入

あ るいは参画意識 の確 立 とい うプロセ スの全ての局面を支援 して い く必要が あると考え ら

れ る。 また,イ ンターネ ッ トが普及 した現 在では,AISAS(Attention,Interest,Search,

Action,Share)モ デ ル(株 式 会社 電 通 の登録 商標)やSIPS(Sympathize,Identify,

Participate,ShareandSpread)(電 通 モダ ン ・コ ミュニ ケーシ ョン ・ラボ[12])を 援 用

し,自 治体 の広報 紙あ るい はウェブサイ トや 自治会の連合会な どを通 じての広報活動だ け

でな く,SNS(SocialNetworkingService)や プ ログなどの新 しいソーシ ャル メディア も

活用 しなが らイ ンターネ ッ ト上で 自主防災組織の必要性や活動内容 につ いて紹介す るな ど

の啓 発活動 が必 要であ ると考 え られ る。

しか し,自 主 防災組織 への参加 ・参画意識を持たせ ることに成功 した と して も,そ の次

の段 階で,住 民 に自主 防災組織の活動 に積極的 に関与 させ ることがで きるか どうかが課題

とな る。ICTの 時 代 においては,紙 べ 一スの名簿 や回覧板 などの連絡手段 に加 えて,災 害

時の避難支援 や安 否確認 に資す るだ けでな く,災 害時要援護者の確認や見守 りな ど,例 え

ば有馬[5,8]で 提 案 されてい るような,自 主防災組織の活動を平常時か ら支援 ・機能化 させ

る,個 人情報保護 にも配慮 した使いやす い情報 システ ムの開発 ・提供が求 められて いると

言 え よう。
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第59巻 第2号

口朕 注

1)本 稿 は,有 馬他[6],有 馬[7],上 野他[14]に 大幅な加筆 ・修正を加えたものである。

2)災 害対策基本法第5条 第2項 では,「市町村長は,前 項の責務を遂行するため,消 防機関,水 防団

等の組織の整備並びに当該市町村の区域内の公共的団体等の防災に関する組織及び住民の隣保協

同の精神に基づく自発的な防災組織(第 八条第二項及び第十五条第五項第八号において 「自主防

災組織」という。)の充実を図り,市 町村の有する全ての機能を十分に発揮するように努めなけれ

ばならない。」 と定められており,第8条 第2項 では,「国及び地方公共団体は,災 害の発生を予

防し,又 は災害の拡大を防止するため,特 に次に掲げる事項の実施に努めなければならない。」と

して,特 に自主防災組織に関わる事項 として,「13.自 主防災組織の育成,ボ ランティアによる防

災活動の環境の整備その他国民の自発的な防災活動の促進に関する事項。14.高 齢者,障 害者,

乳 幼児等特に配慮を要する者に対する防災上必要な措置に関する事項。16.被 災者に対する的確

な情報提供に関する事項。17.防 災上必要な教育及び訓練に関する事項。18.防 災思想の普及に

関する事項」が挙げられている。

3)自 主防災組織の活動カバー率の高さと実際の活動の活発さとの間の乖離の実態については,例 え

ば,朝 日新聞デジタル[1,2,3,4]を 参照されたい。

4)自 主防災組織の活動としては,平 常時には,① 防災知識の普及,② 地域の災害危険箇所の把握,

③ 防災訓練の実施,④ 火気使用設備器具等の点検,⑤ 防災資機材の備蓄と整理 ・点検が,災 害発

生時には,① 災害情報の収集 ・住民への迅速な伝達,② 出火防止と初期消火,③ 避難誘導,④ 被

災住民の救出 ・救護,⑤ 給食 ・給水,が 挙げられている(総 務省消防庁[11])。

5)防 災訓練に参加することによって自主防災組織の認知や自主防災組織への関心が高まるという関

係 も考えられる。

6)防 災訓練に参加することで,大 変な活動であると認識させることになり,逆 に自主防災組織への

加入意思を低下 させることも考えられる。

7)自 主防災組織に所属していると,自 治体から防災訓練への動員依頼が来たり,自 主防災組織が主

体 となって防災訓練を行うことになるため,自 主防災組織加入自覚率が高いと防災訓練参加率は

高くなる傾向があると言える。

8)自 主防災組織の抱える課題 としては,① 会議や訓練の準備活動に使う活動拠点の不足,② 組織役

員の高齢化と昼間の活動役員の不足,③ 自主防災活動に対する住民の意識不足,④ リーダー不足,

⑤ 活動のマンネリ化,⑥ 活動費や資機材の不足,が 挙げられている(総 務省消防庁[11])。

9)自 主 防災組織の活性化のための方策としては,① 住民の自主的な活動を促す工夫,② リーダーの

選任の工夫,③ 消防団 ・消防署との連携,④ 他の地域の自主防災組織等 との連携,⑤ 婦人(女 性)

防火 クラブ ・福祉ボランティア活動等との連携,⑥ 国 ・地方公共団体の支援策の活用,が 示され

ている(総 務省消防庁[11])。
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